（仮称）三島市都市公園の配置及び規模に関する技術的基準
等に関する条例の骨子
１　趣旨

　　「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法

律の整備に関する法律」（平成２３年法律第１０５号）いわゆる「第２次一括

法」により、これまで国が一律に定めていた都市公園の設置基準、配置及び
規模の基準等について、都市公園法で定める基準を参酌した上で標記の条例
を定めるものです。
２　策定にあたっての考え方

　　都市公園の設置基準及び公園施設の設置基準について、参考とする一般的

技術的基準は、法第４条（公園施設の設置基準）、都市公園法施行令（昭和
３１年政令第２９０号。以下「政令」という。）第２条（地方公共団体が設置

する都市公園の配置及び規模の基準）、政令第２条第２項（都市公園以外の都市公園）、政令第６条（公園施設の建築面積の基準の特例が認められる特別な場合等）の各規定です。
(1) 住民一人当たりの都市公園の敷地面積の標準については、三島市の策定している「緑の基本計画」を基礎数値とした上で、政令及び省令の規定を適用します。また都市公園の配置及び規模の基準についても、三島市の実情をもとに、政令及び省令の基準を適用し、条例に定めます。
(2) 公園施設の設置基準（建築物の建築面積）については、原則的に政令及び省令の基準を適用しますが、一部独自基準を定めます。

３　骨子（案）における独自基準の概要
　　現在、三島市内の都市公園には狭小の敷地面積の公園も多く、国の基準　　の建ぺい率では、公園内に便所等を設置するなどの地元住民からの要望に対応できないことが見込まれるため、1,000㎡未満の公園においては、公益施設を設置する場合、公園機能に支障がない範囲内で、基準（２％）に更に２％を加えることができるものとします。
